
令和７年度尼崎市保育施設等利用調整基準表

基本指数

細目

保護者の疾病

入院

通院

月２０日以上

月１６日以上２０日未満

保護者の障害
身体障害・知的障害
精神障害・その他

就労内定

障害手帳３級又は療育手帳Ｂ判定
又は精神障害者保健福祉手帳２級所持者で保育が困難な場合

６０

障害手帳４級以下又は精神障害者保健福祉手帳３級以下
又は同程度と診断される者で保育が困難な場合

１日８時間以上 １００

１日６時間以上８時間未満 ９５

１日６時間以上８時間未満

１日４時間以上６時間未満 ９０

１日８時間以上 ９５

事由 保護者の状況 指数

就
労

９０

１日４時間以上６時間未満 ８５

安静加療が必要と診断され、保育が困難な場合 ５０

通院等一般療養が必要と診断され、保育が困難な場合 ４０

就労証明書の提出のある場合 （注１）

概ね１ヶ月以上の入院が必要と診断された場合

５０

１００

妊娠・出産
切迫流産等による要安静 １００

産前産後 ８０

障害手帳１・２級又は療育手帳Ａ判定
又は精神障害者保健福祉手帳１級所持者で保育が困難な場合

８０

８０

上記に該当しない範囲で就学している ４０

過去に虐待や児童相談所等による保護の経緯があるなど、虐待や
ＤＶのおそれがあり、保育の必要性があると関係機関から認められ
る場合 （注５）

３０

今後就労予定

求職活動中等

就労中 就労時間や日数が下限に満たない場合 ５０

求職活動中（起業準備含む）
求職活動を行っており、求職活動報告書兼申立書の提出がある場
合でその内容が明らかに求職活動と認められる場合　（注２）

入所できてから求職活動を行う場合

災害復旧 自宅等の災害の復旧に常時あたっている場合 １００

同居親族等
の
介護・看護

７０

転所
現在市内の認可保育施設等を利用中で、利用施設の変更を希望す
る者　　（注６）

２０

虐待・ＤＶ

２０

上記に類する状態にあって保育が必要と市長が認める場合

就学（各種学校・職業訓練含む）　　　　（注３）
月１６日以上かつ６４時間以上就学している 　　（注４）

その他

同居の在宅で、常時介護又は看護が必要と診断された者の介護又
は看護の場合

１００

同居親族等の施設通所付添 ８５

入院 概ね１ヶ月以上の入院が必要と診断された者の付添の場合 ５０

介護・看護

別居の在宅や施設等で、常時介護又は看護が必要と診断された者
の介護又は看護の場合
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令和７年度尼崎市保育施設等利用調整基準表

基本指数について

・保護者の保育を必要とする事由・状況に応じて基本指数を算出

・保護者が複数の事由に該当する場合は、原則として、それぞれ指数の高い方を採用する。

・保護者それぞれの点数の合計の合算を基本指数とする。

・ひとり親世帯については、当該ひとり親の点数と100点との合算を基本指数とする。

（離婚調停中・DVについても、ひとり親世帯と同様に100点との合算を基本指数とする）

・「就労」の就労時間数は休憩時間を含むものとする（ただし、休憩時間を除いて最低４時間以上必要）。

　　　また、変則勤務等、表記の就労日数及び時間数によりがたい場合は別途判断する。

・兄弟姉妹が既に２号又は３号の認定を受け、市内の認可保育施設等に入所している場合は、他の児童より優先して調整する。

（注１） 就労と同指数を適用する（ただし、調整指数において１０点減じる）。

就労証明書において希望開始月までの採用年月日の記載がなければ、就労内定として認めないものとする。

（注２） 新聞、インターネット、ハローワークなどでの求人情報の閲覧、知人への紹介依頼等を除く。

（注３） 就職に必要な技能習得のために就学していること。

各種学校、職業訓練については次のいずれかに該当すること。

（１）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、同法第１２４条に規定する専修学校、同法第１３４条第１項

　に規定する各種学校その他これらに準ずる教育施設に在学していること。

（２）職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に規定する公共職業能力開発施設において行う職業

　訓練若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力開発総合大学校において行う同項に規定する指導員訓練若しくは職

　業訓練又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号）第４条第２項に規

　定する認定職業訓練その他の職業訓練を受けていること。

（注４） 履修内容がわかる書類によりがたい場合は、聞き取り及び申立等により学習・研究内容について配慮することがある。

（注５） 当該児童・世帯の状況に応じて別途判断する。

（注６） 保育の必要性の事由を問わず、対象児童につき基本指数を２０点とする（保護者の合算としない）。また、調整指数は適用

しない。
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令和７年度尼崎市保育施設等利用調整基準表

調整指数

上記のほか、市長が特に必要と認めた場合、別途指数を加算することができる。

（注１） 申請書③「保育の利用を必要とする理由」の「育児休業の延長を許容できるため、利用調整において減点され、優先順位が

下がることに同意しますか？」に対し、「はい」を選択した者。基本指数及び調整指数の合計を１０点とする。

（注２） １日あたり４時間以上かつ月１６日以上勤務または内定している者に限る。

（注３） 里親委託証明書により申込児童の里親であることが確認できる場合に限る。

（注４） 就労、求職活動、職業訓練等を行うことにより、自立の促進が図られると判断される場合に限り、世帯に加算する。

（注５） 基本指数の事由が障害の者は除く。

（注６） 　　　　　　（ただし、育児休業中・就労内定・今後就労予定の者は除く。）申込事由を理由として、申込児童が認可外保育施設又は一時預かり等を利用している場合に限る。

（ただし、育児休業中・就労内定・今後就労予定の者は除く）

（注７） 利用内定の翌月（４月１次調整においては、同月２次調整以降）から当該年度末まで、基本指数より減じる。

区分 詳細 指数

世帯の状況

保護者等の状況

産前産後休暇・育児休業終了により復職する場合（世帯につき） ＋２

里親 ＋３０里親に委託されている児童が入所を希望する場合　　　（注３）

保護者の死亡、離別、行方不明等（離婚調停中は除く） ＋５５

自営の中心者が児童の保護者又は同居の祖父母であり、かつ保護者が扶養
控除、配偶者控除、配偶者特別控除の対象となっている場合（ひとりにつき）

－５

通信制大学、通信教育の学生の場合（ひとりにつき） －５

内定状態にあるが、未就労・未就学の場合（ひとりにつき） －１０

兄弟姉妹を同時に入所させようとしている場合（世帯につき） ＋３

虐待・ＤＶ 児童相談所からの意見書や裁判所から保護命令が出された場合 ＋３０

保護者ともに失業中の場合（世帯につき） ＋１０

保護者のいずれかが保育士・保育教諭・児童ホーム放課後児童支援員として
市内の認可保育施設等・児童ホームに勤務又は採用が内定している場合（世
帯につき）　　　（注２）

＋７５

ひとり親等

認可外施設等
入所希望でありながら、認可外保育施設又は一時預かり等を利用している場
合　　　（注６）

生活保護 生活保護世帯の場合（ひとり親等で加算された者は除く）　　　　　　（注４） ＋１０

障害
障害児 障害等の手帳を有する等、入所希望児童が障害児であると認められる場合 ＋２

育児休業中で、その延長を許容できる者 （注１）

＋３

内定辞退 利用内定したにもかかわらず、辞退した場合（１回につき）　　（注７） －１０

保護者 保護者が障害等の手帳を有する場合（ひとりにつき）　　　（注５） ＋２

兄弟姉妹　　       
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令和７年度尼崎市保育施設等利用調整基準表

基本指数と調整指数の合計が同点の場合の優先順位

上記のほか、ＤＶ避難など緊急性が高いものに関しては、考慮する場合がある。

（注１） 申請しているが、育児休業の延長を許容できるため、利用調整において減点している期間は、利用保留期間に含まない。

また、利用内定を辞退した場合は、翌月の待機期間を０月とする。

（注２） 就労証明書の添付がない場合は、就労していないものとみなす。

⑥祖父母と同居していない

⑦祖父母と同居しているが就労中である　　　 （注２）

⑧保育料の滞納がない

項目

①利用調整を行うも利用保留期間が長い 　　　（注１）

②保護者の合計所得金額が低い

③扶養している子どもの数が多い

④父又は母及び父母のいない世帯である

⑤保護者が単身赴任をしている
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